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健康長寿と運動・スポーツの関係

1

認知症の予防にも運動・スポーツは重要
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日常の歩数レベルと医療費の間には一定の関係がみられる
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１次予防に
おける障壁

1）健康づくり無関心層が
7割（久野ら，2010）

2) 無関心層は
自ら健康情報を
取らない

3）その結果リテラシーが
上がらず行動変容に
つながらない

疾病を持つ者に
おける障壁

Goto（2014）

心筋梗塞治療後の運動療法継続は、
保険適応があっても４～８％に留ま
る。約5か月の保険適応終了後はさら
に低下する。一方、受け皿は自治
体・民間含めてほとんど見られな
い。

健幸スポーツを国民に普及するための課題
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自治体における官民連携の健康スポーツ事業の課題

① Contract for service
民間を活用しても、現在の役務達成に基づく費用支払い方式で

は、施策効果の有無は支払い額に反映されない。そのため、「費
用の安さ」が契約先選考に強く優先される傾向にある。

② Financial difficulties in local government
ポピュレーションアプローチでの必要性は、政策効果、とくに医

療費抑制等のためにも理解できるが、従来のソフト事業と比較し
てより多額の事業費が必要となる。現在の財政難の状況では、
庁内での予算獲得は難しい。

③ Increase in business volume
ポピュレーションアプローチを実施することにより、自治体職員

の業務量が大幅に増加することへの懸念が強い。
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地域における健康スポーツの課題‐縦割りの指導者‐
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教育委員会

・体育教師

・各スポーツ指導者

・スポーツ推進委員

など

スポーツ庁（スポーツ） 厚労省 （運動）

健康・医療・福祉関連課

・医師、歯科医師

・保健師

・薬剤師

・管理栄養士

・健康運動指導士

・食生活改善推進員

・健康づくり推進員 など

競技力向上

体力つくり

スポーツ文化の拡充

生涯スポーツの普及

など

健康づくり・健康長寿

生活習慣病・介護予防

医療費・介護費の抑制

など

課題①

指導者や市民委
員も項目毎に育成

⇒健康に必要な総
合的な情報提供者
が地域にいない。
課題②

無関心層にリーチ
する機会が少ない
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無関心層対策は自治体内連携の促進が鍵
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健幸スポーツの推進経産省 厚労省

都道府県・区・市町村

スポーツ
部局

保健・医療
部局

まちづくり
部局

連携体制を加速
させる政策的誘
導が必要

成果の出る健康づくり（運動＋食事＋
社会参加）をする人を増やし、健康長
寿及び社会保障費に貢献することが
目標

インフルエンサー

無関心層にも情報を
届け、リテラシーの向
上を促すのが役割

総務省 農水省スポーツ庁

国レベル

自治体レベル

無関心層対策 健幸スポーツの駅
健幸コンシェルジュ
自分に合ったスポーツ
実施や疾病者も
スポーツで健康づくり
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健康情報を大切な人に伝える伝道師（インフルエンサー）という新たな社会的役割

健康づくり＝「自分のため」＋「大切な人のため」という新たな考え方

⇒健康格差の縮小に寄与

出典：SWC協議会説明資料

健幸アンバサダーとは

8



Copyright © 2017  Kuno Lab., University of Tsukuba. All Rights Reserved 筑波大学 久野研究室

生活のあらゆる場面において、
口コミで健康情報が日常的に耳に入る情報網が構築される

生活の中で色々な人から健康情報が自然に耳に入るには・・・・

目標
全国で200万人養成

200万人ｘ5人ｘ2回=延べ2千万人
（国民の16％）

健幸アンバサダーが活躍する社会のイメージ
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• 市が主催する通常のイベントに比べ
て非常に盛況だった（参加人数が大
幅増）

• 企業側の働きかけのお蔭で、いつも
と顔ぶれが違う市民が集まった（新
たな層の参加）

• 講座開催に伴う負担を企業と分担し
てもらえて助かった

≪講座主催者の声≫

• 今の社会保障制度を次世代に受け
渡すためにも自分の健康づくりが大
事と認識した

• 良い話が聞けた。体調不良に悩む
友達に伝えようと思った

• 情報を伝えたお客様に感謝されて
嬉しかった

≪講座参加者の声≫

参画自治体 参画団体・企業

2016年

新潟県見附市
東京都多摩市
愛知県安城市
大阪府阪南市

カーブスジャパン
第一生命
スギホールディングス
つくばウエルネスリサーチ
筑波大学
計 約800人

2017年

静岡県（県内企業・賀
茂地域６市町村）
福島県伊達市
静岡県三島市

磐田市
京都府八幡市

三井不動産
森永乳業
白寿生科学研究所
第一興商
健康・体力づくり事業財団
日本体育協会
日本未病システム学会
メンタルケア協会
他

計 1万人

これまでの養成実績
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健幸アンバサダーの活動実績

＜健幸アンバサダーの活動＞

✔調査対象の４７２名のアンバサダーが、
２０００名を超える友人知人に健康情報を届
けることを通じた啓発活動（延べ５０００回）を
しており、無関心層の行動変容のきっかけ
づくりが始まっている

出典：カーブスジャパン（2017）
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健幸アンバサダー＆健幸コンシェルジュの連携イメージ
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(地域コミュニティ)

健幸スポーツの駅(地域コミュニティの拠点)

健康状態やニーズに
応じた運動プログラムの

紹介・提案

健幸コンシェルジュ
（運動指導員）

健幸コンシェルジュ
（保健師）

健幸コンシェルジュ
（薬剤師）

健幸コンシェルジュ
（医療スタッフ）

健幸コンシェルジュ
（運動指導員）

健康情報の拡散

運動しようかなぁ…

ヘルスリテラシー
セルフエフィカシーの向上

相談

健幸づくりの開始

住民

ネーブルみつけ

総合体育館

健康の駅

今町ふれあいプラザ

カーブス見附いちのつぼ

健幸アンバサダー



70歳
以上

以 高齢者
虚弱化予防
認知症予防

地域コミュニティの拠点
ふるさとセンター

葛巻地区、新潟地区、上北谷地区、今町田園地区、北谷南部
地区、見附第二小学校区、北谷北部地区、今町町部地区、
庄川平地区、見附町部東地区、（見附町部西地区）の住民

健幸アンバサダー
健康情報の拡散

健幸コンシェルジュ

健幸スポーツの駅
相談～行動変容につなぐ

相
談

地域住民

健幸ポイント制
（運動無関心層）
運動習慣化
医療費抑制
社会貢献

地域経済への波及

生活習慣病の
重症化予防
心臓病、糖尿病
性腎症の重症化

予防

紹
介

健康福祉課
市立病院

（健康の駅）

デイケア
センター

まちづくり課
企画調整課

健幸アンバサダー・健幸スポーツの駅＆健幸コンシェルジュの連携イメージ

（2017.7 見附市作成）

見附市総合型地域
スポーツクラブのメニュー

いきいき貯筋教室、介護予防
教室、脳の健康教室、健幸
カラオケ教室

エアロビクス、肩こり腰痛予防
教室、初心者バトミントン、健
康体操教室、卓球教室、ボ
ウリング教室、ヨガ、ピラティ
ス、体調改善コンディショニン
グ他

市の介護予防メニュー

見附市

介護事業所
クリニック・ドラッグストア

相
談
を
受
け
た
住
民
を
紹
介

連携

ＳＷＣ協議会
健幸アンバサダーの育成・情報
提供

連携団体

ＴＷＲ
事業効果の分析

相
談

ネーブルみつけ・総合体育館
健康の駅・今町ふれあいプラザ

カーブス見附いちのつぼ

相
談

健康運動教室

相談・
紹介

リフレッシュ教室

健康（幸）スポーツイベント

民間フィットネスクラブ
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心血管症への効果
① 冠動脈疾患の全死亡率及び心死亡率の低下（エビデンスレベルA)
② 致死性心筋梗塞の再発率の低下（エビデンスレベルA）
③ 心筋梗塞、冠動脈バイパス術後患者のQOLの改善
④ 狭心症を改善するのに血管カテーテル法は一人当たり約80万円を要するのに

対し、スポーツ療法は約39万円と有意に費用が安い（カナダ心臓血管学会）

糖尿病性腎症
① 腎症のステージを改善させ、透析実施を予防、もしくは遅延させる
② 年間5000人に効果を発生できれば250億円の削減効果が見込まれる

エビデンスで示されてい疾病者への健幸スポーツの効果

☞ 重症化予防のポイントは、動脈硬化と糖尿病及び腎症の予防
☞ スポーツの力はこれらを予防し、とくに医療費がかかる透析実施の

予防や遅延（糖尿病性腎症）を可能とする
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・公共施設を有効利用
（高校・大学の運動施設）

・地域密着型スポーツクラブ
（NPO)が運営

・運動指導は有資格者

・スポーツ医関与

Ambulante Herzgruppe：
Sportverein(スポーツクラブ)などの非営利組織で

運営される維持期（慢性期）地域心臓リハビリ(ケルン）

高校の運動施設を借用
写真提供 牧田教授（埼玉医大）

15

疾病者にたいする健幸スポーツの先進地はドイツ
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健幸スポーツ分野におけるSocial Impact Bondによる革新

幹事企業
（事業主体の役割や指導者の派遣など）

マスコミ
(広告・宣伝）

健康プログラム提供企業
健康機器メーカー

住宅メーカー、大学、医療機関、
食品メーカー、IT・システム系企業、
ショッピングモール・保険会社等

16

事業主体
コンソーシアム

資金提供者

30%の医療費抑制

メガバンク
地方銀行
信用金庫
投資ファンド

市民など

事業資金の投資

事業展開

自治体
①事業の委託
（企画・運営費・シ
ステム利用料など）

自治体は
成果に応じた支払い

投資額＋利息＋成果報酬

投資額＋利息の
返還（成果に応じて）

単独自治体では、規模が小さいためう
まく回らない可能性が高く、複数自治
体が連携して全体のパイを大きくする
モデル構築が必要

市民からは10万円程度からを想定
し、自ら健幸事業への参加を義務
付ける。成果を出さないとリター
ンがないので、投資者は募集・健
康づくりに主体的に関わることが
期待される

休眠預金の活用

寄附
市
民
企
業

資金提供

（事業への参加）

KPI（Ex）

第三評価期間

KPI設定
【事業開始前】

（事業への参加）
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SIB事業の自治体メリット

①民間がサービス主体であり、成果型支払いにより、民間は良
質なサービスを提供するモティベーションに誘導される。

②事業の遂行は、民間が行うため自治体職員の業務量が大幅
に削減される

③民間からの資金を活用して事業実施できるため、財政難の中
でアウトカムを得るための必要な事業費を調達できる
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3割 関心層7割 無関心層

情報

スポーツ
実施

情報
介護
予防

生活
習慣病
予防

健康
サービス
産業

情報

健康
経営

久野ら（2000）総務省受託調査事業「筑波大学久野研究室･つくばウエルネスリサーチ実施住民調査」」より

スポーツ無関心層にも情報を届ける健幸アンバサダー
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提言

1.スポーツ無関心層へ必要な情報を
届ける地域システムの整備

2.疾病者でもスポーツでより健康に
（日本のどこに住んでも健幸スポーツ実施が可能な
体制づくり ☞健康格差の是正）

3.官民連携の新しい制度の導入促進


